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新潟県総務部県民生活課

令和８年２月５日

（１）第５期消費者基本計画（令和７年３月18日閣議決定）（抜粋）
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１ 消費者庁の動き（消費者庁資料より）

出典：令和７年度「消費者行政ブロック会議
（関東ブロック）消費者庁資料
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（２）衆議院・消費者問題に関する特別委員会における決議（令和７年６月５日）

出典：令和７年度「消費者行政
ブロック会議（関東ブ
ロック）消費者庁資料
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（３）地方消費者行政強化交付金について

出典：消費者庁資料
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（４）警察との連携について

出典：「令和７年度地方連携推
進フォーラム in 岐阜」
消費者庁資料

２ 新潟県の協議会設置状況（令和８年２月現在）

●県内における協議会設置状況
１３市１町２村／３０市町村 ＋ 県

●人口カバー率
６４．６％（R6.10.1人口）
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＜市町村の協議会設置進捗状況＞
佐渡市、魚沼市、村上市、柏崎市、新潟市、
妙高市、五泉市、弥彦村、南魚沼市、
胎内市、刈羽村、新発田市、見附市、
聖籠町、小千谷市、十日町市

※詳細は資料３－２



○設置市区町村の都道府県内人口カバー率(令和７年９月末現在)

【国の目標：設置市区町村の都道府県内人口カバー率50％以上】

＜協議会設置済み自治体：567自治体＞
（R7.12月末現在）

7出典：「第21回全国消費者見守りネットワーク連絡協議会」消費者庁資料

３ 全国の協議会設置状況（消費者庁資料より）

出典：消費者庁HP

１ 市町村の現状把握・情報共有

（１）市町村行政説明会の実施（５月）

（２）全市町村を対象に消費者庁が実施した「消費者安
全確保地域協議会に係るアンケート調査」の把握
（11月）
※結果概要は資料３－３

（３）情報紙「気づいて！つないで！見守ろう！」
の発行（６月、８月、１月）
※これまで発行した広報誌は全て県HPに掲載しています。
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４ 令和７年度の県民生活課の主な取組



２ 市町村への働きかけ・取組支援、関係機関との連携

（１）研修会等開催支援（９月 小千谷市、２月 刈羽村、２月 聖籠町（予定））

・市町村の見守りネットワーク構成員の研修会等に
消費者被害防止に係る講演を行う講師を派遣、または県職員が講話

（２）市町村協議会等への参加（９月 小千谷市、１月 新潟市）

・市町村の協議会にオブザーバーとして参加

（３）消費者庁との情報交換・ヒアリング（７月）

（４）警察との連携について（12月 市町村宛てに通知）

・協議会への参画や協力体制の強化、協議会設置の検討について

（５）地域支援事業・認知症施策・介護予防等担当者会議（県高齢福祉保健課主催）

への参加（４月）

（６）新潟県消費者安全確保地域協議会の開催（２月） 9

３ 注意喚起・相談窓口の周知

（１）「地域で高齢者を見守るためのハンドブック」配付

（２）消費者被害等に関する情報誌「きーつけなせや」、
高齢者向けリーフレット、啓発グッズ等の配付

10＜カードルーペ＞

＜反射材キーホルダー＞

一部、国交付金(推進)を活用



（１）市町村情報共有会議の開催、未設置市町村への働きかけ

（２）市町村が実施する協議会・学習会等への支援
・協議会や研修会への講師派遣

・消費者庁の取組の情報提供

・協議会の目的や見守りのポイント等に関する資料提供

・民間事業者の協議会等への参画の後押し

（３）県協議会構成員を通じた市町村の設置促進に向けた協力依頼

（４）情報誌「気づいて！つないで！見守ろう！」の発行

（５）注意喚起・相談窓口の周知
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５ 令和８年度の県民生活課の取組方針


